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平成 18年 3月期 第 3四半期財務・業績の概況（連結） 平成 18 年 1 月 31 日

上場会社名 株式会社 十 六 銀 行 （コード番号：8 3 5 6　東証・名証・大証第一部）

（URL h t t p : / / w w w . j u r o k u . c o . j p /）
代 表 者 取締役頭取 小 島 伸 夫 ＴＥＬ（058）265－ 2111
問合せ先責任者 取締役経営企画部長 村 松 　 肇

１．四半期財務情報の作成等に係る事項
①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無　　　：　有
内容は、3頁の「四半期財務情報作成のための基本となる事項」に記載しております。

②最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　：　無
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　　　　　　　：　無

２．平成 18年 3月期第 3四半期財務・業績の概況（平成 17年 4月 1日～平成 17年 12月 31日）

(1) 経営成績（連結）の進捗状況　　　　　（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
経 常 収 益 経 常 利 益 四半期（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
平成 18年 3月期第 3四半期 8 3 , 7 5 5 6.5 2 3 , 2 5 0 48.8 1 2 , 6 0 6 47.0
平成 17年 3月期第 3四半期 7 8 , 6 2 1 － 1 5 , 6 2 7 － 8 , 5 7 8 －
（参考）平成 17 年 3 月期 1 0 3 , 8 9 2 2 3 , 1 8 0 1 1 , 6 9 6

１株当たり四半期
（ 当 期 ） 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１ 株 当 た り 四 半 期
（ 当 期 ） 純 利 益

円 銭 円 銭
平成 18年 3月期第 3四半期 3 4 4 6 －
平成 17年 3月期第 3四半期 2 3 4 3 －
（参考）平成 17 年 3 月期 3 1 8 0 －
（注）経常収益、経常利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率

(2) 財政状態（連結）の変動状況
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
平成 18年 3月期第 3四半期 4 , 1 0 6 , 4 7 7 2 5 1 , 7 0 3 6 . 1 6 8 8 1 8
平成 17年 3月期第 3四半期 3 , 9 5 6 , 4 0 4 1 9 3 , 4 6 1 4 . 9 5 2 8 5 7
（参考）平成 17 年 3 月期 3 , 9 8 1 , 4 0 3 1 9 9 , 6 2 2 5 . 0 5 4 5 3 5

３．平成 18年 3月期の連結業績予想

平成 18年 3月期の通期業績予想につきましては、平成 17年 11月 24日公表値から変更はありません。

〔参考〕平成 18年 3月期の連結業績予想（平成 17年 4月 1日～平成 18年 3月 31日）
経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
通 期 1 0 8 , 0 0 0 2 7 , 5 0 0 1 4 , 7 0 0
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 4 0 円 3 銭

※上記の予想は、現時点において入手可能な情報に基づき判断したものであり、実際の業績は、今後様々な
要因によって予想値と異なる結果となる可能性があります。
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〔添付資料〕

１．四半期連結貸借対照表
（単位：百万円）

当 四 半 期 前年同四半期 （参考）
(平成18年3月期
第 3四半期末 )

(平成17年3月期
第 3四半期末 )

増 減
平成17年3月期末

増 減期　別
科　目

(A) (B) (A－B) (C) (A－C)
（資産の部）

現 金 預 け 金 89,235 163,691 △74,456 213,771 △124,536

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 6,375 7,607 △1,232 107 6,268

買 入 金 銭 債 権 1 128 △127 128 △127

商 品 有 価 証 券 3,635 1,367 2,268 2,030 1,605

金 銭 の 信 託 11,467 8,941 2,526 9,002 2,465

有 価 証 券 1,093,705 956,721 136,984 967,541 126,164

貸 出 金 2,715,110 2,640,162 74,948 2,624,533 90,577

外 国 為 替 5,372 4,858 514 3,829 1,543

そ の 他 資 産 84,074 82,096 1,978 75,710 8,364

動 産 不 動 産 75,779 78,518 △2,739 78,430 △2,651

繰 延 税 金 資 産 2,222 20,574 △18,352 8,928 △6,706

支 払 承 諾 見 返 70,201 63,543 6,658 63,644 6,557

貸 倒 引 当 金 △50,704 △71,808 21,104 △66,255 15,551

資産の部合計 4,106,477 3,956,404 150,073 3,981,403 125,074

（負債の部）

預 金 3,514,502 3,519,338 △4,836 3,526,755 △12,253

譲 渡 性 預 金 18,674 25,187 △6,513 43,153 △24,479

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 60,591 26,212 34,379 22,289 38,302

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 41,536 12,616 28,920 12,721 28,815

借 用 金 43,661 41,416 2,245 41,765 1,896

外 国 為 替 355 226 129 948 △593

そ の 他 負 債 47,404 36,475 10,929 31,447 15,957

賞 与 引 当 金 － － － 1,437 △1,437

退 職 給 付 引 当 金 11,027 12,998 △1,971 12,550 △1,523

繰 延 税 金 負 債 20,862 － 20,862 － 20,862

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 10,680 11,182 △502 11,182 △502

連 結 調 整 勘 定 28 52 △24 44 △16

支 払 承 諾 70,201 63,543 6,658 63,644 6,557

負債の部合計 3,839,526 3,749,249 90,277 3,767,939 71,587

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 15,247 13,692 1,555 13,840 1,407

（資本の部）

資 本 金 36,839 36,839 － 36,839 －

資 本 剰 余 金 25,368 25,367 1 25,367 1

利 益 剰 余 金 95,312 81,286 14,026 84,398 10,914

土 地 再 評 価 差 額 金 13,117 13,660 △543 13,669 △552

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 81,621 36,688 44,933 39,761 41,860

自 己 株 式 △555 △380 △175 △413 △142

資本の部合計 251,703 193,461 58,242 199,622 52,081

負債、少数株主持分及び資本の部合計 4,106,477 3,956,404 150,073 3,981,403 125,074
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２．四半期連結損益計算書

（単位：百万円）

当 四 半 期 前 年 同 四 半 期 （参考）
(平成 1 8年 3月期
第 3 四 半 期 )

(平成 1 7年 3月期
第 3 四 半 期 )

増 減 平成 1 7年 3月期
（要約）

期　別
科　目

(A) (B) (A－B) (C)
経 常 収 益 83,755 78,621 5,134 103,892

資 金 運 用 収 益 51,911 52,053 △142 68,490

( う ち 貸 出 金 利 息 ) ( 38,807 ) ( 39,448 ) ( △641 ) ( 52,517 )

(うち有価証券利息配当金) ( 12,867 ) ( 12,429 ) ( 438 ) ( 15,734 )

役 務 取 引 等 収 益 12,729 11,222 1,507 15,309

そ の 他 業 務 収 益 13,523 12,687 836 16,774

そ の 他 経 常 収 益 5,590 2,657 2,933 3,318

経 常 費 用 60,505 62,993 △2,488 80,711

資 金 調 達 費 用 2,606 2,194 412 2,933

( う ち 預 金 利 息 ) ( 1,184 ) ( 1,060 ) ( 124 ) ( 1,425 )

役 務 取 引 等 費 用 3,179 3,052 127 4,110

そ の 他 業 務 費 用 15,602 13,441 2,161 18,812

営 業 経 費 37,168 36,411 757 48,545

そ の 他 経 常 費 用 1,948 7,893 △5,945 6,308

経 常 利 益 23,250 15,627 7,623 23,180

特 別 利 益 2,591 8 2,583 13

特 別 損 失 1,801 106 1,695 277

税金等調整前四半期(当期)純利益 24,041 15,530 8,511 22,916

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,046 6,201 3,845 786

法 人 税 等 調 整 額 － － － 9,572

少 数 株 主 利 益 1,388 750 638 861

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益 12,606 8,578 4,028 11,696

３．四半期財務情報作成のための基本となる事項

　当行は、中間（連結）財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、以下のとおり投資家等の利害関係者の判断を大きく誤

らせない範囲で一定の簡便な手続きを採用しております。

　なお、四半期財務情報に関する計数は、監査法人による監査を受けておりません。

〔簡便な手続きの内容〕

(1) 貸倒引当金の計上基準

　平成 17年 12月末の債務者格付けに基づく対象債権残高に対し、平成 18年 3月期において適用すると見込まれる

予想損失率に基づき計上しております。

(2) 法人税等の計上基準

　税金費用については、簡便的に法定実効税率をベースとした年間予測税率により算定しており、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。
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４．事業の種類別セグメント情報

平成 18年 3月期第 3四半期（平成 17年 4月 1日から　平成 17年 12月 31日まで）

（単位：百万円）

銀 行 業 リ ー ス 業 そ の 他 計
消去又は
全 社

連 結

経 常 収 益

(1) 外部顧客に対する経常収益 66,777 13,006 3,971 83,755 － 83,755

(2) セグメント間の内部経常収益 334 326 863 1,525 ( 1,525 ) －

計 67,111 13,333 4,835 85,280 ( 1,525 ) 83,755

経 常 費 用 47,012 11,951 3,060 62,024 ( 1,519 ) 60,505

経 常 利 益 20,099 1,381 1,774 23,255 ( 5 ) 23,250

平成 17年 3月期第 3四半期（平成 16年 4月 1日から　平成 16年 12月 31日まで）

（単位：百万円）

銀 行 業 リ ー ス 業 そ の 他 計
消去又は
全 社

連 結

経 常 収 益

(1) 外部顧客に対する経常収益 63,121 12,043 3,456 78,621 － 78,621

(2) セグメント間の内部経常収益 318 601 831 1,752 ( 1,752 ) －

計 63,439 12,645 4,288 80,373 ( 1,752 ) 78,621

経 常 費 用 49,259 12,021 3,478 64,758 ( 1,765 ) 62,993

経 常 利 益 14,180 623 810 15,614 12 15,627

(参考)

平成 17年 3月期（平成 16年 4月 1日から　平成 17年 3月 31日まで）

（単位：百万円）

銀 行 業 リ ー ス 業 そ の 他 計
消去又は
全 社

連 結

経 常 収 益

(1) 外部顧客に対する経常収益 83,092 16,156 4,642 103,892 － 103,892

(2) セグメント間の内部経常収益 443 728 1,150 2,322 ( 2,322 ) －

計 83,536 16,885 5,792 106,214 ( 2,322 ) 103,892

経 常 費 用 62,217 16,169 4,670 83,058 ( 2,346 ) 80,711

経 常 利 益 21,318 715 1,122 23,156 24 23,180

（注）１．業務区分は、連結会社の事業内容により区分しております。なお、その他は、クレジットカード業務、コンピ

ュータ関連業務、信用保証業務等であります。

２．一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
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平成18年3月期　第3四半期決算説明資料

１．損益状況【単体】

平成 18年 3月期第 3四半期のコア業務純益は 197億円（通期予想値 242億円の 81％）、経常利益は 201億円（通期
予想値 240億円の 84％）、四半期純利益は 124億円（通期予想値 145億円の 86％）となり、概ね業績予想のとおり
順調に推移しております。

（単位：億円）

[　]内は通期の業績予想値

平成 18年 3月期
第 3 四 半 期

（A）

平成 17年 3月期
第 3 四 半 期

（B）

増　減
(A－B)

(参考)
平成 17年 3月期

実績
経常収益 [ 860 億円] 6 7 1 6 3 4 3 7 8 3 5
業務粗利益 5 1 9 5 3 2 △ 1 3 6 9 4
資金利益 4 8 8 4 9 4 △ 6 6 5 0
役務取引等利益 7 0 5 8 1 2 8 0
その他業務利益 △ 3 9 △ 2 0 △ 1 9 △ 3 6
（うち国債等債券損益(5勘定尻)） ( △ 2 2 ) ( △ 1 4 ) ( △ 8 ) ( △ 2 4 )
経費 3 4 4 3 4 4 0 4 5 9
一般貸倒引当金繰入額 － 1 △ 1 △ 1 4

業務純益 [ 230 億円] 1 7 5 1 8 6 △ 1 1 2 5 0
コア業務純益　（注１） [ 242 億円] 1 9 7 2 0 2 △ 5 2 6 0
臨時損益 2 5 △ 4 4 6 9 △ 3 7

不良債権処理額 1 0 6 1 △ 5 1 5 8
株式等関係損益 8 1 7 2
その他臨時損益 2 7 1 5 1 2 1 8
経常利益 [ 240 億円] 2 0 1 1 4 1 6 0 2 1 2
特別損益 1 3 △ 0 1 3 △ 2

うち貸倒引当金取崩額　（注２） 3 0 － 3 0 －
うち減損損失 1 6 ― 1 6 ―
税引前四半期(当期)純利益 2 1 4 1 4 0 7 4 2 1 0
四半期(当期)純利益 [ 145 億円] 1 2 4 8 4 4 0 1 1 5

（注）１．コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益（5勘定尻）
２．平成 18年 3月期第 3四半期は、貸倒引当金繰入額の合計額が取崩超過となったため、特別利益に「貸倒引当
金取崩額」を計上しております。

２．「金融再生法ベースのカテゴリーによる開示」【単体】

・金融再生法ベースの開示債権は、平成 16年 12月末比 183億円減少し 1,213億円となりました。
・ また、総与信に占める割合は、4.32％となりました。

(単位：億円) (参考) (単位：億円)

平成 1 7 年 1 2 月末 平成 1 6 年 1 2 月末 平成 1 7 年 9 月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1 6 2 2 9 0 1 9 0
危険債権 8 3 4 7 4 8 8 5 7
要管理債権 2 1 6 3 5 8 2 0 0
合計 1 , 2 1 3 1 , 3 9 6 1 , 2 4 8
総与信に占める割合（％） 4 . 3 2 % 5 . 1 2 % 4 . 5 9 %

（注）１．平成 17年 12月末の計数は、12月末基準の自己査定結果に基づき、「金融機能の再生のための緊急措置に関
する法律施行規則」第 4条に規定する各債権のカテゴリーにより分類しております。
２．当行は、部分直接償却を実施しておりません。
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３．自己資本比率（国内基準）【連結】

・平成 18年 3月末の連結自己資本比率は、9.9％程度を予想しております。
・また、連結 TierⅠ比率は、7.7％程度を予想しております。

(参考)

平成18年3月末（予想値） 平成17年9月末（実績）

連結自己資本比率 9 . 9 ％程度 1 0 . 0 1 ％

連結Tier 比率 7 . 7 ％程度 7 . 7 4 ％

（注）上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。

４．時価のある有価証券の評価差額【単体】

その他有価証券の評価差額は、平成 16年 12月末比 746億円増加し 1,354億円の評価益となりました。

(単位：億円) (参考) (単位：億円)

平 成 1 7 年 1 2 月 末 平 成 1 6 年 1 2 月 末 平 成 1 7 年 9 月 末
時価 評価差額 時価 評価差額 時価 評価差額

うち益 うち損 うち益 うち損 うち益 うち損
その他有価証券 10,428 1,354 1,386 31 9,118 608 656 47 10,221 1,011 1,049 38

株式 2,151 1,303 1,305 1 1,358 504 531 26 1,792 949 959 10

債券 6,733 46 64 18 5,718 100 104 3 6,433 60 74 14

その他 1,543 4 16 11 2,041 3 21 17 1,995 1 14 13

（注）１．「評価差額」および「含み損益」は、期末時点の取得原価（償却原価法適用後、減損処理後）と時価との差額

を計上しております。

２．上記には、有価証券のほか、商品ファンドを含めて記載しております。

３．満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式に係る含み損益は下記のとおりであります。
(単位：億円) (参考) (単位：億円)

平 成 1 7 年 1 2 月 末 平 成 1 6 年 1 2 月 末 平 成 1 7 年 9 月 末
帳簿 含み損益 帳簿 含み損益 帳簿 含み損益
価額 うち益 うち損 価額 うち益 うち損 価額 うち益 うち損

満期保有目的の
債券

27 0 0 － 31 1 1 － 28 1 1 －

子会社・
関連会社株式

－ － － － － － － － － － － －
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５．デリバティブ取引【単体】

当行は、お取引先のニーズにお応えするほか、当行の資産・負債の金利リスク、価格変動リスク及び為替リスクが過
大とならないようリスク量をコントロールするためデリバティブ取引を行っております。

(1) 金利関連取引
(単位：億円) (参考) (単位：億円)

平 成 1 7 年 1 2 月 末 平 成 1 6 年 1 2 月 末 平 成 1 7 年 9 月 末区
分 種類

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益
取
引
所

― － － － － － － － － －

金利スワップ 352 △4 △4 389 △9 △9 344 △6 △6店
頭金利オプション 1 0 0 8 0 0 3 0 0

合 計 △4 △9 △6

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

(2) 通貨関連取引
(単位：億円) (参考) (単位：億円)

平 成 1 7 年 1 2 月 末 平 成 1 6 年 1 2 月 末 平 成 1 7 年 9 月 末区
分 種類

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益
取
引
所

― － － － － － － － － －

通貨スワップ 5,596 4 4 5,604 7 7 5,736 3 3

為替予約 297 △0 △0 753 9 9 705 △13 △13店
頭
通貨オプション 2,025 9 9 1,494 8 8 1,887 8 8

合 計 13 25 △1

(3) 株式関連取引

該当ありません。

(4) 債券関連取引
(単位：億円) (参考) (単位：億円)

平 成 1 7 年 1 2 月 末 平 成 1 6 年 1 2 月 末 平 成 1 7 年 9 月 末
区分

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

取引所 － － － － － － － － －

店頭 259 △0 △0 － － － － － －

合 計 △0 － －

(5) 商品関連取引

該当ありません。

(6) クレジットデリバティブ取引
(単位：億円) (参考) (単位：億円)

平 成 1 7 年 1 2 月 末 平 成 1 6 年 1 2 月 末 平 成 1 7 年 9 月 末
区分

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

店頭 204 △0 △0 68 0 0 202 0 0

合 計 △0 0 0
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６．預金、貸出金の残高【単体】

・預金につきましては、超低金利が長期化するなか、お客様の資金運用ニーズに積極的にお応えするため、預金に加
え預り資産の増強に努めました。この結果、預金残高は、平成 17年 9月末比 28億円増加し、3兆 5,216億円とな
りました。また、個人預り資産残高は、平成 17年 9月末比 722億円増加し、2兆 7,834億円となりました。

・貸出金につきましては、地元企業の資金需要や個人向け融資に積極的にお応えするとともに、地方公共団体向けの
融資に積極的にお応えしましたことから、平成 17年 9月末比 913億円増加し、2兆 7,313億円となりました。なお、
消費者ローン残高は、平成 17年 9月末比 108億円増加し、6,088億円となりました。

(単位：億円) (参考) (単位：億円)

平成1 7年1 2月末 平成1 6年1 2月末 平成 1 7年 9月末

預金（末残） 3 5 , 2 1 6 3 5 , 2 6 0 3 5 , 1 8 8

うち個人預金 2 4 , 1 8 7 2 4 , 2 1 7 2 3 , 8 5 3

貸出金（末残） 2 7 , 3 1 3 2 6 , 5 5 8 2 6 , 4 0 0

うち消費者ローン 6 , 0 8 8 5 , 7 2 6 5 , 9 8 0

（ご参考）個人預り資産残高（単体）
(単位：億円) (参考) (単位：億円)

平成1 7年1 2月末 平成1 6年1 2月末 平成 1 7年 9月末

預金 2 4 , 1 8 7 2 4 , 2 1 7 2 3 , 8 5 3

投資信託 7 4 1 4 5 8 6 2 5

公共債 2 , 0 7 7 1 , 4 2 8 1 , 9 2 2

年金保険 8 2 6 3 8 5 7 1 1

合計 2 7 , 8 3 4 2 6 , 4 9 0 2 7 , 1 1 2

以上


